
平成２３年総合政策委員会 開催状況 

 

開催年月日  平成２３年（2011 年）９月１２日 

質 問 者  民主党・道民連合 小林 郁子 委員 

答 弁 者  計画推進局経済調査・土地水担当局長 

 

二 北海道水資源の保全に関する条例（仮称）の検討状況について 

事前届出の時期について 

 

○小林 委員 

 二点ばかりお尋ねしたいのですけれども、届出期間の関係なのですが、三ヵ月ということに考えているよ

うなのですけれども、先行自治体の例を見ますと、六ヵ月というものが結構多い。三ヵ月という所もありま

すが。この六ヵ月というものにつきましては、庁内調整に時間がかかるとか土地売買等の色々な構想の中で

検討しなくてはならない、意見を求めなくてはならないとうことがあって、六ヵ月としているところが多い

ようなのですが、道の方では三ヵ月と一応考えていらっしゃるようなのですが、この期間の考え方につい

て、お伺いをしたいと思います。 

 

○計画推進局経済調査・土地水担当局長 

 事前届出の時期につきましては、ただいま小林委員からもご指摘がありましたとおり、先行します他自治

体の条例の例などを参考に条例検討懇話会などにおきまして、色々ご議論をいただいたところであります。

今、お話のありましたとおり、先行事例では六ヵ月を設けているところと、三ヶ月としているというところ

がございますが、六ヵ月という事例につきましては、事前に土地取引の情報を提供いただき、それに対し助

言をする期間と、その後具体的な開発行為につきまして届出をいただくという二段構えの条例の作りになっ

ているところが、府中市、鎌倉市といったところが、そのような形で六ヵ月を要しているところになってお

ります。 

 また、私どもと似たような事前に届出をいただいて助言をする仕組み、武蔵野市が同じような条例です

が、こちらの場合も三ヶ月という中で助言をしている。 

 こういった情報を条例検討懇話会の場でご議論の素材としてお示しして、検討懇話会でご議論をいただく

中で、三ヵ月程度がよろしいのではないかというご意見をいただき、私どもとしても三ヵ月というところ

で、検討案を作成したところでございます。 

 

買い主に対する適正な土地利用等の助言について 

 

○小林 委員 

 全国的にも今、水資源商法というなど、国民的に水資源に関する関心が高まっているのだろうと思いま

す。そういう中で、実効性の確保ということでお話がありまして、届出に対して、それに対してそれをして

くれないような人に対して公表するとか色々なことを考えていらっしゃるようなのですが、こうした流れの

中で、最終的には買い主に助言をするとなっておりますよね。この買い主がこの助言の内容をきちんと受け

止めて、適正にしていただければいけない。これが最終的な目的だと思うのです。だから、この買い主に対

する、この適正にやってもらう、そのあたりのことについて、条例ではどのようなお考えなのでしょうか。 



 

○計画推進局経済調査・土地水担当局長 

 買い主に対します適正な土地利用につきます助言等についてでありますが、まず私どもこの条例の事前届

出制につきましては、あらかじめ売り主から届出をいただきまして、必要な開発等にかかります手続きです

とか、土地利用な適正な進め方につきまして、売り主を通じて買い主に助言をするという仕組みを考えてお

りまして、買い主の方々が土地の取引契約を行う前に土地の重要性やその土地に関わる規制等について、十

分ご理解を頂いた上で契約をしていただくということが、まず大きな前提になるのかなというふうに考えて

おります。 

 その上で土地取引の契約後につきましても、必要に応じて知事が直接買い主に対しまして助言をするとい

うことが、この条例の中でも仕組みとして設けておりまして、そうした中で適正な土地利用が図られますよ

う、既存の法規制に基づく手続きが適正に行われますよう指導して参りたいというふうに考えております。 


